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１０．共通09 別紙「系統として機能，性能を達成する設備」の構成と各資料の紐付け

令和4年1月27日 R0【公開版】 令和4年1月27日 R0

：商業機密の観点から公開できない箇所
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１．配管番号
配管番号は，以下のルールに従い，付番している。
なお，設計図書の系統図においては，系統番号は明確であるため，原則「②流体記号」から付番している。

番号 種別 説明

① 系統番号 各設備に系統番号を付番する。

② 流体記号 第１表参照。
なお，二重管の外管については，第１表に示す「XX（その他）」を用いる。

③ 配管連番 (1) 「①系統番号」及び「②流体記号」の組合せ毎に001～999の連番とする。ただし，配管の機能に応じて体系
的に分類してもよい。
なお，二重管の外管については，501～550の連番とする。
ただし，設計区分がFA,FB,FC,FD,FD2(以下，「F区分」という。)の配管については，001～999の連番とする。

(2) 配管連番は，次頁の「⑥配管クラス」に示す配管クラスの変更点，機器(弁・アクセサリ等を除く)，合流点
および分岐点を経由する毎に番号を区別する。ただし，a.またはb.に該当する場合を除く。

ａ．「④セクション番号」により配管番号を区別する場合
ｂ．枝管との分岐・合流点がある場合の母管側

④ セクション番号 (1) 設計区分がAA,AB,AC,AD,AE,AH並びにKAの一部（以下，「A区分」という。）の配管に限り使用し，A区分以外
の配管には使用しない。
また，二重管の外管についても，使用しない。

(2) 「③配管連番」毎に01～99の昇順で連番とし，以下の場合に変更する。
ａ．配管の途中で配管クラスが変わる場合。ただし，建屋・施設間にまたがる配管については，この限りではな
い。
ｂ．配管がセル(C4)の床・壁・天井を貫通する場合。
ｃ．設計管理上，セクション番号により配管口径の変更点を明確にしたい場合。
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１．配管番号

番号 種別 説明

⑤ 配管口径 (1) JIS規格で規定される配管の場合は，呼び径(A)の数字とする。
(2) インチ径の配管の場合は，呼び径（分数表示）とする。

⑥ 配管クラス ・以下の4項目により構成する。
⑥

⑦配管材質
第２表参照。

⑧呼び圧力
第３表参照。

⑨配管厚さおよび弁仕様による区分
本区分記号（アルファベット大文字1文字）は，「配管材質」および「呼び圧力」が同じ組合せの配管群を，配管
厚さおよび弁仕様により区分するために用いる。

⑩配管区分
第４表参照。
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（１）試薬ヘッダ配管をEFD・配管施工図に
記載する場合は，内部流体の化学式（HNO3，
Na2CO3，N2，O2 等）を配管番号に続けて付
記する。

例：RE-001-03-40-S010BJ (HNO3)
（２）以下に示す試薬については，化学式
の代わりに簡略表示を採用してもよい。

第１表 流体記号

4

１．配管番号
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第２表 配管材質

5

第３表 呼び圧力

１．配管番号

第４表 配管区分
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１．配管番号

例） AA0000 – AR - 003 – 01 – 80 – S010BJ（H-HNO3）

① ② ③

①：「AA1101」⇒系統番号「前処理建屋の工程番号0000」
※同一建屋内での系統を示す場合は，建屋記号：AA(前処理建屋)を省略する。

②：「AR」⇒流体記号「AR：試薬（放射性）」（第１表参照）

③：「003」⇒配管連番「003」

④：「01」⇒セクション番号「01」

⑤：「80」⇒配管口径「80A」

⑥：「S010BJ」

S 010 B J

A：“S” ⇒配管材質「ステンレス鋼 」（第２表参照）
B：“010” ⇒呼び圧力「10K（含真空）」（第３表参照）
C：“B” ⇒配管厚さ及び仕様による区分（配管材質，呼び圧力で複数同様のスペックがある場合に使用する）
D：“J” ⇒配管区分「機種区分外（放射性物質を内包するもの）」（第４表参照）

⑦ ：「H-HNO3」⇒内部流体の化学式の簡略表示「高トリチウム回収酸」（第１表参照）

④ ⑤ ⑥

A B C D

⑦
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２．機器番号
機器番号（弁・アクセサリ含む）は，以下のルールに従い，付番している。
なお，設計図書の系統図においては，系統番号は明確であるため，原則「②識別記号」から付番している。

※正式な機器番号は，「-」を省略しない。
ただし，系統番号にアルファベットがつく建屋・施設に設置される機器を除き，記号・番号の境界が明らかな場合は，便宜上「-」を省略して表記
することができる。

番号 種別 説明

① 系統番号 各設備に系統番号を付番する。

② 識別記号 (1) 第５表参照。
(2) 弁・アクセサリの識別記号は第６表を参照。

③ 主要機器番号 (1) 系統番号ごとに並列機器等を考慮して付番する。
(2) 漏えい液受皿等の共通品目に付番する場合は，第５表の「共通品目番号」を参照する。
(3) 弁・アクセサリの主要機器番号は第６表を参照。

④ 付属機器番号 主要機器毎に付属機器の番号を付番する。
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第５表 機器識別記号及び機器区分※1

8

２．機器番号
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第６表 弁・アクセサリの機器識別番号及び機器区分※1

２．機器番号

※1 本機器区分は原則であり，工程・設備の構成に応じて適切に区分す
る。

※2 弁・ダンパ等の主要機器番号は，型式毎に「第６表2/3」のとおり区
分する。

※3 遠隔自動調節弁・遠隔自動調整ダンパについては，「４．計装関
係」の規定に従う。

※4 F施設の弁・ダンパの主要機器番号は，機能毎に「第６表3/3」のと
おり区分する。

1/3

2/3

3/3
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３．設計図書の記載に係る留意事項
（１）配管等の接続有無の表現については，以下のとおり記載している。

（２）系統図の矢羽根の記載例を以下に示す。

A：送り元，送り先の工程番号とその系統番号の系統図のシート番号を示す。「（系統番号）-（系統番号の系統図の
シート番号）」
なお，同一シート内で矢羽根で送り元，送り先を示す場合は，系統番号を省略する場合がある。

B：送り元，送り先のタンク等を特定しないと識別が難しい系統に対して機器番号等を示す。
なお，工業用水（TW）等の一般ユーティリティからの送り元の場合は，機器番号を省略する。
※配管分岐，ヘッダ等から機器へ接続される配管の場合は，Bの記載を「MANIFOLD」，「HEADER」と記載する。

（分岐） （ヘッダ）
Ｃ: 送り元，送り先の矢羽根のつながりを確認するには，配管番号を参照する。

10XX-02   10XX-V20
A BＣ

10XX-V10

PR-0XX-0X-X0-X010XX

10XX工程EFD：1シート

A B Ｃ

10XX工程EFD：2シート

10XX-01     10XX-V10
PR-0XX-0X-X0-X010XX

10XX-V20

10XX工程EFD：2シートの
10XX-V20へ

10XX工程EFD：1シートの
10XX-V10より
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４．系統図に用いるポンプ等の凡例
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４．系統図に用いるポンプ等の凡例
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４．系統図に用いるポンプ等の凡例
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４．系統図に用いるポンプ等の凡例
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４．系統図に用いるポンプ等の凡例
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４．系統図に用いるポンプ等の凡例

(別紙1-2-24)-16



17

４．系統図に用いるポンプ等の凡例

(別紙1-2-24)-17



18

４．系統図に用いるポンプ等の凡例
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５．計装関係

（１）計器番号
計器番号および警報の機能を示す計器機能タグNo.は，以下のルールに従い，付番している。
なお，設計図書の系統図においては，系統番号は明確であるため，原則「②第１記号（被計測変量を表す記号）」から付番している。

番号 種別 説明

① 系統番号 各設備に系統番号を付番する。

② 第１記号（被計測
変量を表す記号）

第７表参照

③ 第２記号（計測機
能を表す記号）

第７表参照

④ 測定または制御対
象機器番号

(1) 原則として測定または制御対象の機器番号をそのまま用いる。
(2) 測定または制御対象が配管の場合は，被計測変量および計器の機能に直接関係する機器の番号とする。
(3) 測定または制御対象が機器番号で特定できない場合は，当該系統の機器番号と区別できる任意の番号を使用

する。

⑤ ループ連番 1つの機器に被計測変量の同じ計器（項目番号①・②・④が同一）が複数設置される場合にそれぞれの計器が識別
可能なように，原則連番で付番する。

⑥ 計器識別番号 計測機能が同一な計器が複数台設置されている場合（項目番号 ①～⑤が同一），それぞれを識別できるように付
番する。
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５．計装関係
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５．計装関係

第７表 計器記号表

第1記号 第2記号

被計測変量 変量修飾 計測機能 機能修飾

A 分析 － 警報 －
B 予備 － － －
C 電導度 － 調節 閉
D 密度 差 － －
E 電圧 － 検出器 －
F 流量 － － －

G 寸法 －
グラスサイトフ
ローまたはガラス

－

H 手動 － － 高
I 電流 － 指示 －
J 電力 － 表示灯 －
K 時間 － － －
L 液位 － － 低
M 湿度 境界 － －

N 振動 －
試料採取点または
測定点

－

O 濁度 － － 開
P 圧力 － 保護系作動 －
Q 濃度 － 積算 －
R 放射能濃度 － 記録 起動
S 速度 － 接点または指令 停止
T 温度 － 発信 －
U 多種の変量 － 多機能計器 －

V 粘度 －
バルブ・ダンパ等
の調節部

－

W 重量,力 － 注意報 －
X 不特定の変量 － その他の機能 －

Y トルク －
演算器，変換器，
リレー

－

Z 位置 － － －
(別紙1-2-24)-21
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５．計装関係

番号 種別 説明

① 建屋記号 各建屋の記号を付番する。

② 機能区分 第８表参照

③ 識別記号 第８表参照

④ 機器連番 「②機能区分」及び「③識別記号」の組合せ毎に3桁の連番で付番する。

⑤ 系列記号 (1) 安全系の盤・ラックの系列記号はA（A系の場合)またはB（B系の場合)とする。
(2) 生産系の盤・ラックの系列記号は省略する。

⑥ 枝番 同一機能を有する盤・ラックが分散される場合やそれに付随するコーナー盤等に枝番を付けてもよい。

（２）盤・ラック
盤・ラックは，以下のルールに従い，付番している。
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５．計装関係

第８表 盤・ラックの機能区分及び識別記号

(別紙1-2-24)-23



24

６．放射線管理設備関係

（１）放射線モニタ番号
プロセスのインラインモニタを除く固定式放射線モニタ番号は，以下のルールに従い，付番している。
※プロセスのインラインモニタの番号は，「５．計装関係」の規定に従う。

番号 種別 説明

① 建屋記号 各建屋の記号を付番する。
ただし，放射線モニタが設置される建屋が明確な場合，便宜上建屋記号の付番を省略することができる。

② 放射線モニタ記号 第９表参照

③ モニタ機器連番 「①建屋記号」，「②放射線モニタ記号」の組合せ及び建屋の階層毎に，3桁の連番とする。

④ 付属機器番号 同じ機能を有する複数のモニタが同一機器に設置される場合は，同一機器のモニタ機器連番に1～9の付属機器
番号を付番する。
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６．放射線管理設備関係

（２）放射線管理計器番号
放射線管理設備に関する計器番号は，以下のルールに従い，付番している。
なお，設計図書の系統図においては，系統番号は明確であるため，原則「②第１記号」から付番している。

番号 種別 説明

① 系統番号 各設備の系統番号を付番する。

② 第１記号 第７表参照

③ 第２記号 第７表参照

④ モニタ機器識別記
号

第９表参照

⑤ モニタ機器連番 「（１）放射線モニタ番号」の「③モニタ機器連番」の規定に従い付番する。

⑥ 付属機器番号 同じ機能を有する複数の計器が同一機器に設置される場合は，同一機器のモニタ機器連番に1～9の付属機器番
号を追加する。

⑦ 系列記号 (1) 安全系の計器について，系列記号はA（A系の場合)またはB（B系の場合)とする。
(2) 生産系の盤・ラックについて，系列記号は使用しない。
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６．放射線管理設備関係

第９表 放射線モニタの記号及び識別記号

(別紙1-2-24)-26



27

６．放射線管理設備関係

第９表 放射線モニタの記号及び識別記号
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７．電気設備関係

電気機器の機器番号は，以下のルールに従い，付番している。

番号 種別 説明

① 建屋記号 各建屋の記号を付番する。

② 識別記号 第１０表参照

③ 系統記号 第１０表参照
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７．電気設備関係

第１０表 識別記号及び系統記号

識別記号 系統記号
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８．分析設備関係

（１）気送管番号（気送用給気管・気送用排気管含む）
気送管番号（気送用給気管・気送用排気管含む）は，以下のルールに従い，付番している。
なお，設計図書の系統図においては，系統番号は明確であるため，原則「②建屋・施設記号」から付番している。

番号 種別 説明

① 系統番号 (1) AH建屋の分析ボックス（保障措置用分析設備の分析ボックスを含む）直前のダイバータから分析ボックス
に至る気送管には，分析ボックスの系統番号を付番する。

(2) 上記(1)に該当しない気送管の系統番号は，全て を付番する。
ただし，AH建屋に接続しない気送管を除く。

② 建屋・施設記号 (1) 各サンプリングベンチまたはローカルセンダボックスからAH建屋の最初のダイバータまでの気送管には，
建屋・施設に応じて以下の記号を付番する。

(2) 上記(1)に規定するAH建屋の最初のダイバータに接続する一部の気送管には，Hを付番する。
(3) 保障措置用分析設備の最初のダイバータ以降および保障措置用分析設備の各分析ボックス間の気送管には，

Sを付番する。

③ 流体記号 (1) 気送管にはPTを付番する。
(2) 気送用給気管，気送用排気管にはPVを付番する。
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８．分析設備関係

番号 種別 説明

④ 配管連番 (1) 気送管には，上から3桁には気送元の機器番号，下から3桁には気送先の機器番号に応じた配管連番を付番す
る。

(2) 気送用給気管・気送用排気管には，上記「①系統番号」，「②建屋・施設記号」，「③流体記号」の組合せ
毎に3桁の配管連番を付番する。

⑤ 配管口径 (1) 気送管の配管口径は，外径（ミリメートルは省略）を用いる。
(2) 気送用給気管・気送用排気管は「１．配管番号」の「⑤配管口径」の規定に従い付番する。

⑥ 配管クラスコード (1) 配管材質に応じて配管クラスに対応する数字1桁を付番する。

※1 配管クラスの詳細は特に問わず，配管クラスコードを付番する。

(2) 配管材質が同じで複数の配管クラスを付番する必要がある場合，配管クラスの付番毎に配管クラス
コード5以降を追加する。
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８．分析設備関係

（２）気送設備機器番号（気送設備弁・アクセサリ含む）
気送設備機器番号（気送設備弁・アクセサリ含む）は，以下のルールに従い，付番している。
なお，設計図書の系統図においては，系統番号は明確であるため，原則「②建屋・施設記号」から付番している。

番号 種別 説明

① 系統番号 (1) 「(1)気送管番号（気送用給気管・気送用排気管含む）」の「①系統番号」の規定に従い付番する。
(2) 上記(1)に該当しない機器は，設置されている施設の系統番号を付番する。
(3) 気送設備弁・アクセサリの系統番号は，取合う気送管，気送用給気管・気送用排気管と同じ系統番号を付

番する。

② 建屋・施設記号 (1) 「(1)気送管番号（気送用給気管・気送用排気管含む）」の「②建屋・施設記号」の規定に従い付番する。
(2) 気送設備弁・アクセサリの系統番号は，取合う気送管，気送用給気管・気送用排気管と同じ建屋・施設記

号を付番する。

③ 識別記号 (1) 原則「２．機器番号」の「②識別記号」の規定に従い付番する。
(2) 気送設備の識別記号は，右記表のとおりとする。
(3) 気送設備弁・アクセサリの識別記号は，弁には「W」，ストッパ

及びフレキシブルホースには「Y」を付番する。

④ 追番 (1) 「２．機器番号」の「④付属機器番号」の規定に従い付番する。
(2) AH建屋のダイバータについては，気送系統の種類により右記表

のとおり割り振る。
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８．分析設備関係

（３）気送設備計器番号
気送設備計器番号は，以下のルールに従い，付番している。
なお，設計図書の系統図においては，系統番号は明確であるため，原則「②建屋・施設記号」から付番している。

番号 種別 説明

① 系統記号 計器が取合う気送管または機器と同じ系統番号を付番する。
② 建屋・施設記号 計器が取合う気送管または機器と同じ建屋・施設記号を付番する。
③ 第１記号 以下のとおりとする。

④ 第２記号 第７表参照

⑤ 測定対象機器番号 (1) ジャグ通過検知器は，取合う気送管の配管連番をそのまま付番する。
(2) γモニタおよび重量計は，ローカルセンダボックス(KA建屋の場合は送受信装置番号)側に設置する場合は，

ローカルセンダボックスの番号，分析ライン側に設置する場合は送受信装置の番号をそのまま付番する。
⑥ ループ連番 (1) 同一の気送管にジャグ通過検知器が複数設置される場合は，ループ連番を付番し，識別する。

(2) ループ連番は，上流から下流に向かって昇順で1～99を付番する。
(3) 1 つのジャグ通過検知器が2 つ以上の機能を持つ場合は，機能を識別するため，計器番号に更に枝番号（1

～99）を付番する。
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８．分析設備関係

第１１表 分析設備及び気送設備の記号

(別紙1-2-24)-34
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９．防・消火設備関係

（１）警戒区域番号
警戒区域番号は，以下のルールに従い，付番している。

番号 種別 説明

① 建屋記号 各建屋の記号を付番する。

② 階層 (1) 最下階を1 とし，1階層増える毎に1ずつ昇順で増やす。
(2) 複数の階層にまたがるたて穴タイプの区画の場合，数字の代わりに以下に示す記号を付番する。

③ 一連番号 01～99の連番とする。
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９．防・消火設備関係

（２）屋内消火栓番号
屋内消火栓番号は，以下のルールに従い，付番している。

番号 種別 説明

① 建屋記号 各建屋の記号を付番する。

② 識別記号 識別記号は，一律Qと付番する。

③ 階層 最下階を1とし，1階層増える毎に1ずつ昇順で増やす。

④ 一連番号 01～99の連番とする。
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９．防・消火設備関係

第１２表 防・消火設備関係の記号表

※第１２表に規定されていない設備の記号は，受注者と当社の協議に基づき別途付番する。
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１０．共通09 別紙1-2-○ 「系統として機能，性能を達成する設備」の構成と各資料の紐付け
共通09 別紙1-2-○ 「系統として機能，性能を達成する設備」における構成は以下のとおり。
別紙２により設備に要求される機能，性能を踏まえ，主流路の対象範囲を整理し，設計図書の色塗りを行い，申請対象設備を抽出する。
各資料の紐付け方について，補足する。

① 抽出リスト（機器）と色塗り設計図書との紐付け
② 抽出リスト（配管）と色塗り設計図書との紐付け
③ 申請対象設備リストと抽出リスト（機器）との紐付け
④ 申請対象設備リストと抽出リスト（配管）との紐付け
⑤ 申請対象設備リストと別紙２との紐付け

色塗り
設計図書
（系統図）

申請対象設備
リスト

(基本設計方
針紐づけ版)

【本文】
1.概要
2.要求される機能，
性能と主流路の
考え方

3.抽出結果

抽出
リスト
（機器）

別紙２
機能要求②抜粋

（A条）
（B条）

抽出
リスト
（配管）

【添付３】
(1)A設備

③

②

①

④
⑤

色塗り
設計図書
（系統
図）

抽出
リスト
（機器）
（配管）

【添付３】
(2)B設備

【添付２】

【添付１】

【表紙】

別紙２により要求される機能，性能
を踏まえ，主流路の対象範囲を整理

要求される機能，性能を踏まえ，設
計図書等を用いて，設備を抽出

抽出した機器等を申請対象設備リス
トに展開，基本設計方針と紐付ける。

【共通09 別紙 1-2-○ 「系統として機能，性能を達成する設備」

(別紙1-2-24)-38
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１０．共通09 別紙1-2-○ 「系統として機能，性能を達成する設備」の構成と各資料の紐付け
① 抽出リスト（機器）と色塗り設計図書との紐付け

要求される機能，性能を踏まえ，機器を抽出し，色塗りする。抽出した機器に対して，紐付け番号（機-「課番号」-「連番」）を付番し，
抽出リスト（機器）と紐付けする。紐付け例を以下に示す。

紐付け番号
系統機能

番号
施設区分 設備区分

機器名称
(許可)

機器名称 機種 機器番号 設置場所 数量 申請回 変更区分 DB区分 SA区分 耐震設計
兼用
(主従)

共用
(主従)

備考

機-02-01 1,2,6,7,8
再処理設
備本体

溶解施設
設計基準
対象の施
設

溶解設備 ― ― 溶解槽 溶解槽 容器 AA 2 ②-3 改造 安重 常設SA S

主：溶解設備
従：代替可溶性中性子吸収

材緊急供給系
廃ガス貯留設備
臨界事故時水素掃気系

―

機-02-04
2,3,5,9,1
0,11,12

再処理設
備本体

溶解施設
設計基準
対象の施
設

溶解設備 ― ―
中間ポッ
ト

中間ポッ
ト

容器 AA 2 ②-3 改造 安重 常設SA S
主：溶解設備

従：代替安全冷却水系
代替換気設備

―

【系統機能一覧】

系統機能
番号

系統機能

1 4条：溶解槽への可溶性中性子吸収材自動供給（DB）

2
10条：溶解機能
10条：放射性物質の保持機能（Pu溶液又は粉末，高レベル放射性液体廃棄物の閉じ込め機能）(DB)

11 39条：冷却コイル等への通水による冷却

12 39条：セルへの導出経路の構築及び代替セル排気系による対応

色塗りにより抽出した機器を抽出リストに取りまとめ、
機器に対して、EFD上に紐付け番号を付番し、抽出リストと紐付けする。
機器との紐付け番号：機－「課番号」－「連番」（1,2,3・・・）

該当する系統機能番号を記載し、機能と機器を紐づける

EFDの色塗りにより、抽出された機器の情報を記載



40

１０．共通09 別紙1-2-○ 「系統として機能，性能を達成する設備」の構成と各資料の紐付け
② 抽出リスト（配管）と色塗り設計図書との紐付け

主流路となる配管に対して，系統機能，流体等を踏まえ，紐付け番号（配-「課番号」-「連番」）を付番し，抽出リスト（配管）
と紐付けする。紐付け例を以下に示す。

紐付け番
号

系統機能
番号

施設区分 設備区分 機器名称(許可) 機器名称 機種 機器番号 設置場所 数量 申請回 変更区分 DB区分 SA区分 耐震設計
兼用
(主従)

共用
(主従)

備考

配-02-01 2
再処理設
備本体

溶解施設
設計基準
対象の施
設

溶解設備 ― ― 溶解設備
主配管（溶液保
持系）

主配管 ― AA 一式 ②-3 既設 安重 ― ○ ― ―
流体：溶解液、溶
解用硝酸等

配-02-02 4
再処理設
備本体

溶解施設
設計基準
対象の施
設

溶解設備 ― ― 溶解設備
主配管（漏えい
液回収系）

主配管 ― AA 一式 ②-3 既設 安重 ― ○/○ ― ― 流体：蒸気

【系統機能一覧】

系統機能
番号

系統機能

1 4条：溶解槽への可溶性中性子吸収材自動供給（DB）

2
10条：溶解機能
10条：放射性物質の保持機能（Pu溶液又は粉末，高レベル放射性液体廃棄物の閉じ込め機能）(DB)

10 39条：貯槽等への注水

11 39条：冷却コイル等への通水による冷却

該当する系統機能番号を記載し、機能と配管を紐づける

主配管の名称は機能ごとに分割して記載する

EFDの色塗りにより、抽出された機器の情報を記載

主配管に流れる流体を備考欄に記載する

色塗りにより抽出した主配管を抽出リストに取りまとめ、
主配管に対して、EFD上に紐付け番号を付番し、抽出リストと紐づける
配管との紐付け番号：配－「課番号」－「連番」（1,2,3・・・）

(別紙1-2-24)



紐付け番号
系統機能

番号
施設区分 設備区分

機器名称
(許可)

機器名称 機種 機器番号 設置場所 数量 申請回 変更区分 DB区分 SA区分 耐震設計
兼用
(主従)

共用
(主従)

備考

機-02-01 1,2,6,7,8
再処理設
備本体

溶解施設
設計基準
対象の施
設

溶解設備 ― ― 溶解槽 溶解槽 容器 AA 2 ②-3 改造 安重 常設SA S

主：溶解設備
従：代替可溶性中性子吸収
材緊急供給系
廃ガス貯留設備
臨界事故時水素掃気系

―

機-02-04
2,3,5,9,1
0,11,12

再処理設
備本体

溶解施設
設計基準
対象の施
設

溶解設備 ― ―
中間ポッ
ト

中間ポッ
ト

容器 AA 2 ②-3 改造 安重 常設SA S
主：溶解設備
従：代替安全冷却水系

代替換気設備
―
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１０．共通09 別紙1-2-○ 「系統として機能，性能を達成する設備」の構成と各資料の紐付け
③ 申請対象設備リストと抽出リスト（機器）との紐付け

抽出リスト（機器）で整理した機器の情報を申請対象設備リストに展開し，申請対象設備リストと抽出リスト（機器）と紐付けする。
紐付け例を以下に示す。

抽出した機器の情報を申請対象設備リストに展開

抽出リスト（機器）

申請対象設備リスト

施設区分 設備区分 機器名称 機種
基本設計方針
（機能要求②）
紐付け番号

エビデンス
紐付け番号

共用 備考

再処理設備
本体

溶解施設
設計基準対
象の施設

溶解設備 ― ― 溶解槽A,B 容器 10条-○ 機02-01 ―

再処理設備
本体

溶解施設
設計基準対
象の施設

溶解設備 ― ― 中間ポットA,B 容器 10条-○ 機02-04 ―

(別紙1-2-24)-41



施設区分 設備区分 機器名称 機種
基本設計方針
（機能要求②）
紐付け番号

エビデンス
紐付け番号

共用 備考

再処理設備
本体

溶解施設
設計基準対
象の施設

溶解設備 ― ―
主配管（溶液保持
系）

主配管 10条-○ 配-02-01 ―
流体：溶解液、
溶解用硝酸等

再処理設備
本体

溶解施設
設計基準対
象の施設

溶解設備 ― ―
主配管（漏えい液
回収系）

主配管 10条-○ 配-02-02 ― 流体：蒸気
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１０．共通09 別紙「系統として機能，性能を達成する設備」の構成と各資料の紐付け
④ 申請対象設備リストと抽出リスト（配管）との紐付け

抽出リスト（配管）で整理した主配管の情報を申請対象設備リストに展開し，申請対象設備リストと抽出リスト（配管）と紐づける。
紐付け例を以下に示す。

抽出した配管の情報を申請対象設備リストに展開。

抽出リスト（配管）

申請対象設備リスト

紐付け番号
系統機能

番号
施設区分 設備区分 機器名称(許可) 機器名称 機種 機器番号 設置場所 数量 申請回 変更区分 DB区分 SA区分 耐震設計

兼用
(主従)

共用
(主従)

備考

配-02-01 2
再処理設
備本体

溶解施設
設計基準
対象の施
設

溶解設備 ― ― 溶解設備
主配管（溶液保
持系）

主配管 ― AA 一式 ②-3 既設 安重 ― ○ ― ―
流体：溶解液、溶
解用硝酸等

配-02-02 4
再処理設
備本体

溶解施設
設計基準
対象の施
設

溶解設備 ― ― 溶解設備
主配管（漏えい
液回収系）

主配管 ― AA 一式 ②-3 既設 安重 ― ○/○ ― ― 流体：蒸気
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項目番号 基本設計方針 要求種別 主な設備 展開事項

1

第1章共通項目
4. 閉じ込めの機能
4.1 閉じ込め

安全機能を有する施設は，使用済燃料，使用済燃料
から分離された物又はこれらによって汚染された物
（以下「使用済燃料等」という。) を系統若しくは機
器に閉じ込める，又は漏えいした場合においても，セ
ル，グローブボックス及びこれらと同等の閉じ込め機
能を有する施設（以下「セル等」という。）若しくは
建屋内に保持することで，使用済燃料等を限定された
区域に閉じ込める設計とする。

設置要求
機能要求①
機能要求②

・溶解設備 設計方針（閉じ込め）

施設区分 設備区分 機器名称 機種
基本設計方針
（機能要求②）
紐付け番号

エビデンス
紐付け番号

共用 備考

再処理設備
本体

溶解施設
設計基準対
象の施設

溶解設備 ― ― 溶解槽A,B 容器 10条-1 機02-01 ―

再処理設備
本体

溶解施設
設計基準対
象の施設

溶解設備 ― ― 中間ポットA,B 容器 10条-1 機02-04 ―

１０．共通09 別紙1-2-○「系統として機能，性能を達成する設備」の構成と各資料の紐付け
⑤ 申請対象設備リストと別紙２との紐付け

抽出結果を反映した申請対象設備リストの機器と別紙２で要求される基本設計方針（機能要求②）と紐づける。
なお，共通09 別紙1-1-○「各条における申請対象設備」に抽出結果をフィードバックし， 各条の基本設計方針と改めて紐づける。
紐付け例を以下に示す。

申請対象設備リスト

別紙2の基本設計方針の番号と紐付け。
「〇条-1」等で紐づける
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